矢板市八方ヶ原交流促進センター指定管理業務に関する仕様書

本仕様書は矢板市八方ヶ原交流促進センター（以下「交流促進センター」という。）の指定管理者が行う業務の内容及び基準等を定めるものである。
１　基本的な考え方
指定管理者がセンターを管理運営するに当たり従うべき基本的項目は、次に掲げるとおりとする。
⑴　八方ヶ原の雄大な自然環境の保全に努め、その貴重な資源を適正かつ有効に活用し都市住民との交流促進を図り、もって地域農林業の振興と地域の活性化に資すること。
⑵　施設の利用に関し公平性を確保し、特定の利用者に有利又は不利となるような取扱いをしないこと。
⑶　利用者が快適に施設を利用することができるよう適正な管理運営を行うとともに、効果的かつ効率的な運営を行い、経費の節減に努めること。
⑷　指定管理業務に関連して取得した個人情報を適切に取り扱うこと。

⑸　法令（条例を含む。）の規定を遵守し、適正な管理運営を行うこと。
⑹　利用者サービスの向上を図り、利用者の増加に努めること。
⑺　各種トラブル又は苦情に対しては、迅速かつ適切に対応すること。
⑻　交流促進センターを常に清潔に保つこと。
２　管理の基準等
「矢板市八方ヶ原交流促進センター指定管理者募集要項」に記載のとおりとする。
３　管理運営体制
1 　管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準法（昭和22年法律第49号）ほか関連法令を遵守し、適正数の職員を配置することとする。

⑵　職員の勤務形態については、運営に支障のないように定めるとともに、施設の管理運営に必要な研修を実施することとする。

⑶　交流促進センターの管理運営業務を適切に実施するため、業務全体を総合的に把握し、及び調整する総括責任者（センター長）を配置し、業務の開始前に矢板市に報告することとする。また、総括責任者を変更した場合も同様とする。
⑷　消防法（昭和23年法律第186号）ほか関連法連法令を遵守し、防火管理者を配置し防火上の管理体制を確保することとする。
⑸　食品衛生法（昭和22年法律第233号）ほか関連法令等を遵守し、食品衛生責任者を配置し食品衛生上の管理体制を確保することとする。
４　業務の範囲及びその内容

⑴　交流促進センターの運営に関する業務
　　　矢板市が承諾した年度毎の事業計画書に基づき適正な運営を行うとともに、年度毎の事業報告書及び業務報告書を矢板市に提出し承諾を得ることとする。
また、利用者意見の把握、利用者へのサービス・接遇の向上に努めるほか、関係機関との連絡調整を行いその他、運営に必要な業務を行うこととする。
⑵　交流促進センターの利用の許可及び取消しに関する業務
　　「矢板市八方ヶ原交流促進センター設置及び管理条例」及び「矢板市八方ヶ原交流促進センター設置及び管理条例施行規則」に基づき処理することとする。
⑶　交流促進センターの維持管理に関する業務
ア　建築設備（受水槽清掃、源水検査、警備保障、浄化槽管理、消防施設保守管理、飲料水保守管理等）は、日常点検、法定点検、定期点検等を行い、初期の性能を維持するとともに、施設の内外装の浮き、ひび、カビ等美観が損なわれない状態を維持することとする。
イ　施設の運営に支障を来さないよう施設内の備品管理を行い、矢板市が作成する物品管理簿の管理を行うことともに、必要な消耗品を適宜購入し、管理を行うこととする。
ウ　設備、備品等に破損、不具合の生じた時には速やかに矢板市に報告し、矢板市の指示を仰ぐこととする。
⑷　交流促進センターの清潔の保持その他環境整備に関する業務
　　　施設の環境を維持し快適な環境を保つため、場所ごとに日常清掃、定期清掃を組み合せ、清掃業務を適切に行うこととする。
⑸　前各項に掲げるもののほか、交流促進センターに関する業務
　　　レストラン・喫茶業務を行うとともに、土産品等の物販業務を行うこととする。
⑹　その他自主事業に関する業務
　　　八方ヶ原の雄大な自然環境を活用し、キャンプ場等利用者サービスの向上及び利用者の増加に繋がる事業を指定管理者自ら計画し実施することとする。
５　管理運営に要する費用
1  管理運営委託料の支払い
管理運営委託料は会計年度（４月１日から翌年３月31日まで）を基準として、四半期毎に支払う。
2  区分会計の独立と管理口座

指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類及び経理規定を設けるとともに、収入及び経費については、団体自身の口座とは別の口座で管理すること。

3  管理運営委託料の算定方法

管理運営委託料の上限額については、「管理運営に係る経費及び自主事業に係る経費の総額」から「収入額」を差し引いた額とし、直近４か年の差引額及び物価高騰、人件費上昇等を勘案して算定した。
なお、管理運営に係る経費、自主事業に係る経費及び収入は、次のア～ウを一例とする。

ア　管理運営に係る経費
(ｱ)　人件費

(ｲ)　連絡用自動車維持費（任意保険、点検維持費等、燃料費）、電気料、厨房ガス代、電話料、ＰОＳシステムリース料、パソコンリース料、複合機リース料、売店・食堂消耗費、夜間金庫使用料、被服費、施設賠償責任保険料、レストラン保険料、労務管理費、修繕料、飲料水井戸・滅菌機電気料、飲料水保守管理料、受水槽清掃、源水検査料、浄化槽管理料、浄化槽汲取料、警備保障料、消防施設保守点検料、消耗品、印刷製本費、ＮＨＫ受信料、玄関マットリース料、燃料費（暖房用）、インターネット回線使用料、プロバイダー料等

イ　自主事業に係る経費
イベント実施の委託料等
ウ　収入

レストラン等販売収入、イベント参加料収入等
６　責任分担
指定管理者と矢板市の責任の分担は別紙１のとおりとする。
（別紙１）
指定管理者と矢板市の責任分担
【凡例】◎：主たる責任　〇：従たる責任

	項　　　　　　目
	指　定　管　理　者
	矢　　　板　　　市

	運営の基本的考え方
	◎
	〇条例、規則事項

	施設、事業の広報
	◎
	〇市広報関係

	施設の管理運営
	◎
	

	施設の物品管理
	◎
	

	必要な消耗品の購入
	◎
	

	備品の管理
	◎
	〇

	施設の法的管理（占有・行為許可）
	〇
	◎

	苦情対応
	◎
	〇

	事故対応
	◎
	〇

	災害復旧
	
	◎

	施設の修繕、改修等
	〇（税込10万円未満の額）
	◎（税込10万円以上の額）

	施設賠償責任保険
	◎（保険の範囲は別紙２）
	

	火災保険
	
	◎

	包括的管理責任
	
	◎


（別紙２）
指定管理者が契約を締結すべき施設賠償責任保険
指定管理者は、指定の期間中、次の保険契約を締結するものとする。なお、保険契約については、１年毎に更新する場合も可能とする。
保険契約者　　指定管理者
被保険者　　　指定管理者
保険の対象　　八方ヶ原交流促進センターの施設内における法律上の賠償責任
保険期間　　　指定管理の期間中更新し続けるものとする
補償額　　　　対人：１名当たり１億５千万円以上、１事故当たり15億円以上
対物：１事故当たり２千万円以上
免責金額　　　なし
PAGE  
3

